
 

東洋ガスメーター株式会社 

2018 年 9 月 

 

東洋ガスメーター株式会社（本社：富山県射水市、代表取締役社長：水越靖）は、ガス集中監視システムの新たな通信イ

ンフラとして、全国の電力会社が構築している「電力スマートメーター網」を活用した「ガス集中監視システム」の実証試験を、地元の

北陸電力株式会社様（本社：富山県富山市、代表取締役社長執行役員：金井豊）と共同で開始致しました。 

本システムは電力スマートメーター網の電力メーター以外の活用としての取り組みで、電力スマートメーター網の構築を積極的に

進めている北陸電力株式会社様と、集中監視システムの運用・展開を推進している東洋ガスメーター株式会社両社のニーズが合

致したため、昨年度から実証試験の共同実施について協議を行ない、今年度に入り具体的な実施方法について検討を進めてきた

ものです。 

 

ガスメーターの集中監視システムは、昭和６０年頃、日本電信電話公社の固定電話網を活用したシステムからスタートし、当時

としては画期的なノーリンギング双方向通信サービスも提供され、ガスメーターの自動検針やボンベのガス切れ防止は勿論、双方向

通信も活用したガス事故のさらなる未然防止に大きな役割が期待されております。 特にＬＰガスにおいては、平成９年の液石法

の改正に伴い、集中監視システム７０％以上の活用を前提とした「認定液化石油ガス販売事業者制度」もスタートし、平成２８

年には新たな要件も追加され、より一層の集中監視システム普及の後押しとなっております。 

ただし、固定電話網のデジタル化やインターネットの急速な普及により、昨今では、お客様の電話回線の借用が困難となり、新た

な通信サービスとして提供されたＰＨＳやＦＯＭＡ等のオール無線システムについても、無線通信の不安定さやコスト高がネックと

なり、ガスメーター全般の集中監視システム普及になかなか弾みが付かない状況が続いております。 

 

今回、実証試験を開始した「電力スマートメーター網を活用したガス集中監視システム」は、各家庭に必ず設置される「電力スマ

ートメーター」が無線親機となり、ガスメーターの無線部と無線通信を行ない、既設の電力スマートメータ－網を経由して、東洋ガスメ

ーター集中監視センターとガス消費者様のガスメーターとの双方向通信を可能にするものです。 

 

【「電力スマートメーター網を活用したガス集中監視システム」のポイント】 

１．「お客様の電話回線を使わない、安定した無線通信」 

   電力スマートメーターが無線親機となり、ガスメーターと近距離で無線通信します。環境変化による影響が少なくなります。 

２．「長期間、安定した通信品質を確保」 

電力スマートメーター網を活用するため、通信網も長期間安心して活用可能で、通信品質も高品質です。 

３．「電池駆動で無線通信も可能にした低消費電力技術」 

   ガスメーター側の無線部は電池駆動です。低消費電力化により、長期間の動作を可能にしています。 

４．「簡単な設置・開通・メンテナンス」 

   メーター側無線部は簡単に設置可能。ガス販売事業者様にて開通・メンテナンスを可能とします。 

 

  東洋ガスメーター株式会社では、本システムをＬＴＥやＬｏＲａ等と共存可能な新たな通信インフラと判断し、最適なシステム

の提供・提案ができる様、今後開発を加速させます。 

 

「電力スマートメーター網を活用したガス集中監視システム」 

実証試験開始のお知らせ 
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＜実証試験（屋外検証）のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜関連情報＞ 

北陸電力様プレスリリース 

http://www.rikuden.co.jp/press/attach/18090601.pdf 

 

 

 
 

 

ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ(電力計) 

ﾃﾞｰﾀ 
変換部 

光通信回線 
 

柱上基地局 

スマートメーター用通信システム 

 

【東洋ｶﾞｽﾒｰﾀｰ社】 

 

遠隔検針 
/監視ｻｰﾊﾞ 

 

無線通信端末 

 
ｶﾞｽﾒｰﾀｰ 

 

LP ｶﾞｽ/都市ｶﾞｽ
お客さま 

 

ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ 
収集ｼｽﾃﾑ 

 
屋内検証環境 

 

 

 
ｶﾞｽﾒｰﾀｰ 

 

LP ｶﾞｽ/都市ｶﾞｽ
お客さま 

ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ(電力計) 

http://www.rikuden.co.jp/press/attach/18090601.pdf

